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（単位：千円）款 金額 説明 担当課13 使用料及び手数料 △ 1,668項 1 使用料 町営住宅使用料（現年度）目 6 土木使用料 △ 2,140 建設・下水道課節 1 住宅使用料項 1 使用料 町営住宅使用料（過年度）目 6 土木使用料 472
建設・下水道課節 1 住宅使用料14 国庫支出金 13,808項 1 国庫負担金 施設型給付費等負担金目 1 民生費国庫負担金 16,083
子ども支援課節 1 児童福祉費負担金項 1 国庫負担金 児童手当負担金目 1 民生費国庫負担金 △ 50,310 子ども支援課節 2 児童手当負担金項 1 国庫負担金 障害者自立支援給付費負担金目 1 民生費国庫負担金 40,876 福祉課節 7 障害者自立支援給付費負担金項 1 国庫負担金 障害児施設等給付費負担金目 1 民生費国庫負担金 10,182 福祉課節 10 障害児施設等給付費負担金

収入見込みにより増額するもの
公定価格の上昇による民間保育所施設給付費の執行見込み増に伴って、国庫負担金を増額するもの（補助率 ３歳以上：1/2、３歳未満：60/100（利用者負担除く））児童手当の執行見込み額減に伴って、国庫負担金を減額するもの

令和７年度愛荘町一般会計補正予算（第７号）の概要

歳入

障害者自立支援給付費の執行見込み額増に伴って、国庫負担金を増額するもの（補助率1/2）障害児施設等給付費の執行見込み額増に伴って、国庫負担金を増額するもの（補助率1/2）

収入見込みにより減額するもの
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（単位：千円）款 金額 説明 担当課令和７年度愛荘町一般会計補正予算（第７号）の概要

歳入項 2 国庫補助金 新しい地方経済・生活環境創生交付金（地域防災緊急整備型）目 1 総務費国庫補助金 △ 266
くらし安全環境課節 30 新しい地方経済・生活環境創生交付金（地域防災緊急整備型）項 2 国庫補助金 地域生活支援事業補助金目 2 民生費国庫補助金 2,144 福祉課節 1 障害福祉費補助金項 2 国庫補助金 妊婦訪問支援事業補助金目 3 衛生費国庫補助金 26
健康推進課節 2 母子保健衛生費補助金項 2 国庫補助金 ＨＰＶ検査単独法導入に伴う健康管理システム改修事業費補助金目 3 衛生費国庫補助金 73
健康推進課節 4 疾病予防対策事業費等補助金項 2 国庫補助金 社会資本整備総合交付金（建設・下水道課）目 6 土木費国庫補助金 △ 5,000 建設・下水道課節 6 社会資本整備総合交付金15 県支出金 16,693項 1 県負担金 施設型給付費等負担金目 1 民生費県負担金 4,843
子ども支援課節 1 児童福祉費負担金

日中一時支援事業費の執行見込み額増に伴って、国庫補助金を増額するもの（補助率1/2）継続的に状況把握が必要な妊婦を訪問・支援するための事業経費に対する、国庫補助金の交付決定により計上するもの（補助率1/2×90％）子宮頸がん検診の方法としてＨＰＶ検査単独法が追加されたことに伴う、自治体健康管理システムの改修経費に対する国庫補助金を計上するもの（補助率2/3）
公定価格の上昇による施設型給付費等の執行見込み額増に伴って、県負担金を増額するもの（補助率 ３歳以上：1/4、３歳未満：1/2（国庫負担金・利用者負担除く））
実績見込みにより減額するもの

避難所環境の改善を図るための備品購入事業について、落札差額による不用額を減額することに伴って、国庫補助金を減額するもの
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（単位：千円）款 金額 説明 担当課令和７年度愛荘町一般会計補正予算（第７号）の概要

歳入項 1 県負担金 児童手当負担金目 1 民生費県負担金 △ 4,147 子ども支援課節 2 児童手当負担金項 1 県負担金 障害者自立支援給付費負担金目 1 民生費県負担金 20,438 福祉課節 7 障害者自立支援給付費負担金項 1 県負担金 障害児施設等給付費負担金目 1 民生費県負担金 5,091 福祉課節 11 障害児施設等給付費負担金項 2 県補助金 地域生活支援事業補助金目 2 民生費県補助金 1,072 福祉課節 4 障害福祉費補助金項 2 県補助金 自殺対策強化事業補助金目 3 衛生費県補助金 112
健康推進課節 1 保健衛生費補助金項 2 県補助金 河川愛護作業補助金目 8 土木費県補助金 673
建設・下水道課節 1 河川費補助金

日中一時支援事業費の執行見込み額増に伴って、県補助金を増額するもの（補助率1/4）町が行う自殺対策事業経費に対する、県補助金の交付決定により増額するもの（補助率1/2）実績見込みにより増額するもの

児童手当の執行見込み額減に伴って、県負担金を減額するもの障害者自立支援給付費の執行見込み額増に伴って、県負担金を増額するもの（補助率1/4）障害児施設等給付費の執行見込み額増に伴って、県負担金を増額するもの（補助率1/4）
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（単位：千円）款 金額 説明 担当課令和７年度愛荘町一般会計補正予算（第７号）の概要

歳入項 2 県補助金 地籍調査対策事業費補助金目 8 土木費県補助金 △ 13,064 建設・下水道課節 3 都市計画費補助金項 2 県補助金 スクール・サポート・スタッフ配置支援事業補助金目 10 教育費県補助金 5,829
教育振興課節 1 学校教育費補助金項 2 県補助金 教育支援体制整備費補助金目 10 教育費県補助金 250
教育振興課節 1 学校教育費補助金項 2 県補助金 フリースクール等民間施設利用者支援事業費補助金目 10 教育費県補助金 △ 380
教育振興課節 1 学校教育費補助金項 3 委託金 参議院議員通常選挙市町村交付金目 1 総務費委託金 △ 4,024 経営戦略課節 2 選挙事務委託金17 寄付金 1,500項 1 寄付金 一般寄付金目 1 一般寄付金 1,000
経営戦略課節 1 一般寄付金

教員の事務作業を支援するスクール・サポート・スタッフの配置に係る補助金の交付決定に伴って増額するもの（補助率2/3）幼児教育のＩＣＴ環境整備に係る補助金の交付決定に伴って増額するもの
実績見込みにより減額するもの
実績に基づき減額するもの

実績見込みにより減額するもの

一般寄付により増額するもの
一般会計（歳入）-5-



（単位：千円）款 金額 説明 担当課令和７年度愛荘町一般会計補正予算（第７号）の概要

歳入項 1 寄付金 企業版ふるさと納税寄付金目 2 総務費寄付金 500
みらい創生課節 2 企業版ふるさと納税寄付金18 繰入金 △ 26,398項 2 基金繰入金 財政調整基金繰入金目 1 財政調整基金繰入金 △ 26,398 経営戦略課節 1 財政調整基金繰入金20 諸収入 △ 4,251項 1 延滞金、加算金及び過料 町税等延滞金（固定資産税・軽自動車税等）目 1 延滞金 375 税務課節 1 延滞金項 5 雑入 選挙食事個人負担金目 5 雑入 △ 104
経営戦略課節 1 総務費雑入項 5 雑入 コミュニティ助成事業助成金目 5 雑入 △ 8,300 みらい創生課節 1 総務費雑入項 5 雑入 後期高齢者医療広域連合負担金返還金目 5 雑入 3,773 住民課節 2 民生費雑入

10月までの収入実績に基づき増額するもの
参議院議員選挙事業完了に伴う負担金の確定により減額するもの

㈱ＮＥＸＹＺ．ファシリティーズ（東京都）からの企業版ふるさと納税寄付により計上するもの
補正予算の財源調整によるもの

コミュニティ助成事業（（一財）自治総合センターによる宝くじ収益を活用した助成事業）において、申請のあった町内４自治体の本年度中の採択が見送られたことから不用額として減額するものＲ６後期高齢者医療広域連合負担金が確定されたことにより、後期高齢者医療広域連合から町への返還金が発生したため計上するもの 一般会計（歳入）-6-



（単位：千円）款 金額 説明 担当課令和７年度愛荘町一般会計補正予算（第７号）の概要

歳入項 5 雑入 過年度分給付費返還金目 5 雑入 5
子ども支援課節 2 民生費雑入21 町債 8,700項 1 町債 公共事業等債目 1 総務費 3,200
経営戦略課節 9 公共事業等債項 1 町債 デジタル活用推進事業債（総務）目 1 総務費 13,200
経営戦略課節 15 デジタル活用推進事業債項 1 町債 緊急自然災害防止対策事業債目 4 土木費 △ 48,000 経営戦略課節 5 緊急自然災害防止対策事業債項 1 町債 緊急防災・減災事業債目 5 消防費 40,300
経営戦略課節 2 緊急防災・減災事業債

8,384

豊郷町建設事業（歌詰橋補強）完了に伴って愛荘町の負担金が確定したことにより、起債額を減額補正するもの（充当率100％、交付税措置率70％）
県営経営体育成基盤整備事業費の負担金増額に伴い、起債発行するもの（充当率90％（本来分50％・財源対策債分40％）、交付税措置率 財源対策債分×50％）

歳入合計 ラポール秦荘いきいきセンター・いきがいセンター空調設備改修工事に要する経費について起債発行するもの（充当率100％、交付税措置率70％）

Ｒ５子どものための教育・保育給付事業実績報告の訂正により返還金が発生したことから、町外民間保育所から町を経由して国へ返還するため計上するもの
自治体情報システムの新規導入に要する経費について起債発行するもの（充当率90％、交付税措置率50％）
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（単位：千円）款 金額 節 説明 担当課2 総務費 △ 12,917項 1 総務管理費 役務費 55目 6 企画費 55
みらい創生課まち・ひと・しごと創生事業項 1 総務管理費 負担金補助及び交付金 △ 8,300目 10 自治振興費 みらい創生課元気なまちづくり事業項 2 徴税費 還付金及び加算金 791目 2 賦課徴収費 税務課賦課徴収事業項 2 徴税費 負担金補助及び交付金 △ 145目 2 賦課徴収費 税務課固定資産税資料作成事業項 3 戸籍住民基本台帳費 役務費 △ 425目 1 戸籍住民基本台帳費 委託料 △ 765 住民課戸籍住民基本台帳事業

791 町県民税還付金の不足見込みにより増額するもの3361
△ 145

固定資産税の賦課業務に活用するために委託している空中写真測量業務においては、近隣の２市３町が共同で実施しているが、本年度業務における町負担金が確定したことにより不用額を減額するもの3362 △ 1,190 戸籍振り仮名通知業務完了により不用額を減額するもの3370

令和７年度愛荘町一般会計補正予算（第７号）の概要

歳出

3322
企業版ふるさと納税マッチングサービスにより、５００，０００円の寄付採納が決定したことに伴い、当該サービスを運用する金融機関に支払う手数料を計上するもの3274 △ 8,300 コミュニティ助成事業（（一財）自治総合センターによる宝くじ収益を活用した助成事業）において、申請のあった町内４自治体の本年度中の採択が見送られたことから不用額として減額するもの
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（単位：千円）款 金額 節 説明 担当課令和７年度愛荘町一般会計補正予算（第７号）の概要

歳出項 4 選挙費 報酬 △ 430目 7 参議院議員選挙費 職員手当等 △ 1,880需用費 △ 106役務費 △ 618委託料 △ 830使用料及び賃借料 △ 2643 民生費 64,704項 1 社会福祉費 報償費 △ 160目 2 社会福祉施設費 0 需用費 160山川原地域総合センター運営活動事業項 1 社会福祉費 需用費 219目 2 社会福祉施設費 219長塚地域総合センター運営活動事業項 1 社会福祉費 使用料及び賃借料 △ 271目 8 障害福祉費 △ 271障害福祉総務事業項 1 社会福祉費 扶助費 2,416目 8 障害福祉費 2,416補装具費助成事業

参議院議員選挙事業3408

消防設備点検による不良個所について修繕料を増額するもの 長塚地域総合センター3523
①センター運営事業の完了に伴い不用額を減額するもの②電気代の上昇による不足額を増額するもの 山川原地域総合センター3522
事業完了による不用額を減額するもの 福祉課3640 補装具申請に対応するため不足する額を増額するもの 福祉課3644

△ 4,128 事業完了に伴い不用額を減額するもの 経営戦略課
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（単位：千円）款 金額 節 説明 担当課令和７年度愛荘町一般会計補正予算（第７号）の概要

歳出項 1 社会福祉費 負担金補助及び交付金 250目 8 障害福祉費 250在宅重度障がい者住宅改造事業項 1 社会福祉費 委託料 4,288目 8 障害福祉費 4,288障害者自立支援地域生活支援事業項 1 社会福祉費 扶助費 79,336目 8 障害福祉費 79,336障害者自立支援給付事業項 1 社会福祉費 扶助費 20,365目 8 障害福祉費 20,365障害児施設等給付事業費項 1 社会福祉費 繰出金 722目 12 介護保険事務事業費 722介護保険事務事業費項 2 児童福祉費 委託料 △ 585目 1 児童福祉総務費 △ 306
償還金利子および割引料 279放課後児童健全育成事業 ①障害児受入推進事業見込み不用額を減額するもの【△585千円】②Ｒ６子ども・子育て支援施設整備交付金事業の実績報告により返還金が発生したため計上するもの【279千円】 子ども支援課3730

障害のある子どもが福祉施設を利用する際の費用を国・県・町が負担する障害児施設等給付について、不足見込みにより増額するもの 福祉課3691 介護保険制度改正に伴うシステム改修を行うにあたり、町負担分を介護保険事業特別会計に繰り出すため増額するもの 福祉課3712

障害者が自立した生活を営むための、介護、就労訓練等の個別給付について、不足見込みにより増額するもの 福祉課3678

在宅重度障がい者住宅改造事業の追加申請に対応するため増額するもの 福祉課3652 障害者の日中における活動の場を提供する、日中一時支援事業費について、不足見込みにより増額するもの 福祉課3677
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（単位：千円）款 金額 節 説明 担当課令和７年度愛荘町一般会計補正予算（第７号）の概要

歳出項 2 児童福祉費 償還金利子および割引料 425目 1 児童福祉総務費 425保育士等確保対策事業項 2 児童福祉費 負担金補助及び交付金 △ 3,498目 1 児童福祉総務費 △ 2,875 償還金利子および割引料 623地域子ども・子育て支援事業項 2 児童福祉費 償還金利子および割引料 423目 1 児童福祉総務費 423子育てのための施設等利用給付事業項 2 児童福祉費 扶助費 △ 58,600目 2 児童福祉措置費 △ 46,492 償還金利子および割引料 12,108児童手当事業項 2 児童福祉費 負担金補助及び交付金 3,639目 2 児童福祉措置費 6,190
償還金利子および割引料 2,551町内民間保育所入所事業項 2 児童福祉費 償還金利子および割引料 5目 2 児童福祉措置費 5町外民間保育所入所事業

子ども支援課3740 ①公定価格の上昇に伴う執行見込みにより民間保育所施設給付費を増額するもの【3,639千円】②Ｒ６子どものための教育・保育給付費の実績報告により返還金が発生したため計上するもの【2,551千円】 子ども支援課3751

①一時預かり事業費補助金について、国の補助基準額が改正されたことによる不要見込額を減額するもの【△3,498千円】②Ｒ６子ども・子育て支援交付金の実績報告により返還金が発生したため計上するもの【623千円】 子ども支援課7179 Ｒ６子育てのための施設等利用給付費の実績報告により返還金が発生したため計上するもの 子ども支援課3771

Ｒ６（Ｒ５繰越）保育対策総合支援事業費補助金の実績報告により返還金が発生したため計上するもの 子ども支援課3734

①児童手当の執行見込みにより減額するもの【△58,600千円】②Ｒ６児童手当交付金、Ｒ６（Ｒ５繰越）子ども・子育て支援事業費補助金の実績報告により返還金が発生したため計上するもの【12,108千円】
Ｒ５子どものための教育・保育給付事業において、町外民間保育所が行った実績報告に誤りがあったと申し出られたことを受け、返還金が発生したことにより、町外民間保育所から町を経由して国へ返還するため計上するもの 子ども支援課3752
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（単位：千円）款 金額 節 説明 担当課令和７年度愛荘町一般会計補正予算（第７号）の概要

歳出項 2 児童福祉費 旅費 △ 100目 4 保育園費 100 需用費 200保育園運営事業項 2 児童福祉費 使用料及び賃借料 △ 150目 4 保育園費 △ 150園務デジタル推進事業（保育園）項 2 児童福祉費 需用費 59目 5 児童福祉施設費 59つくしひろば事業4 衛生費 △ 338項 1 保険衛生費 委託料 △ 338目 2 予防費 △ 338結核健診事業7 商工費 △ 251項 1 商工費 報償費 △ 200目 3 観光費 △ 251 旅費 △ 51観光振興費 執行見込みによる不用額を減額するもの4411 商工観光課

電気代の上昇による不足額を増額するもの 子ども支援課3769

①執行見込みによる不用額を減額するもの【△100千円】②電気代の上昇による不足額を増額するもの【200千円】 つくし保育園3763 システム導入事業の落札差額による不用額を減額するもの つくし保育園3779
胸部Ｘ線撮影委託事業の完了に伴い不用額を減額するもの 健康推進課4012
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（単位：千円）款 金額 節 説明 担当課令和７年度愛荘町一般会計補正予算（第７号）の概要

歳出8 土木費 △ 54,297項 2 道路橋梁費 負担金補助及び交付金 △ 47,973目 3 道路維持費 △ 47,973 建設・下水道課道路維持補修事業項 4 都市計画費 委託料 △ 101目 3 公園費 △ 101
建設・下水道課宇曽川ダム公園維持管理事業項 4 都市計画費 委託料 △ 7,950目 4 地籍調査費 △ 7,950 建設・下水道課地籍調査事業項 5 住宅費 委託料 1,727目 2 小集落地区改良事業費 1,727
人権政策課小集落地区改良事業9 消防費 △ 883項 1 消防費 委託料 △ 352目 3 防災対策費 △ 352
くらし安全環境課防災対策事業項 1 消防費 備品購入費 △ 531目 3 防災対策費 △ 531
くらし安全環境課避難所環境改善事業

豊郷町建設事業（歌詰橋補強）完了に伴い不用額を減額するもの4531 執行見込みによる不用額を減額するもの4560

地域防災計画修正委託業務について、落札差額による不用額を減額するもの4721 避難所環境の改善を図るための備品購入事業について、落札差額による不用額を減額するもの4724

町有地の土壌調査業務委託料を計上するもの
執行見込みによる不用額を減額するもの4583

4600
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（単位：千円）款 金額 節 説明 担当課令和７年度愛荘町一般会計補正予算（第７号）の概要

歳出10 教育費 12,366項 1 教育総務費 備品購入費 △ 108目 3 教育振興費 △ 868
負担金補助及び交付金 △ 760 教育振興課生徒指導支援事業項 1 教育総務費 役務費 △ 100目 3 教育振興費 △ 400
使用料及び賃借料 △ 300 教育振興課学校ＩＣＴサポート事業項 1 教育総務費 使用料及び賃借料 △ 686目 3 教育振興費 △ 686

教育振興課ＧｉＧＡ－Ｐｒｏ事業項 1 教育総務費 需用費 1,999目 4 学校建設費 1,999
教育振興課幼小中施設改修事業項 2 小学校費 需用費 1,278目 1 学校管理費 1,278
愛知川小学校小学校管理運営（愛小）事業項 2 小学校費 需用費 750目 1 学校管理費 750
秦荘東小学校小学校管理運営（秦東）事業

執行見込みによる不用額を減額するもの5024
電気代の上昇による不足額を増額するもの5102 電気代の上昇による不足額を増額するもの5103

執行見込みによる不用額を減額するもの5009

小中学校において緊急修繕に要する経費を計上するもの5176
執行見込みによる不用額を減額するもの5017
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（単位：千円）款 金額 節 説明 担当課令和７年度愛荘町一般会計補正予算（第７号）の概要

歳出項 2 小学校費 備品購入費 △ 1,970目 1 学校管理費 △ 1,970 愛知川小学校小学校備品購入（愛小）事業項 2 小学校費 備品購入費 △ 65目 1 学校管理費 △ 65
秦荘東小学校小学校備品購入（秦東）事業項 2 小学校費 備品購入費 △ 163目 1 学校管理費 △ 163
秦荘西小学校小学校備品購入（秦西）事業項 2 小学校費 備品購入費 △ 166目 2 教育振興費 △ 166
愛知川小学校小学校教育振興備品購入（愛小）事業項 2 小学校費 需用費 △ 95目 2 教育振興費 △ 95
秦荘東小学校小学校教育振興備品購入（秦東）事業項 2 小学校費 備品購入費 △ 204目 2 教育振興費 △ 204
秦荘西小学校小学校教育振興備品購入（秦西）事業

5108

事業完了に伴い不用額を減額するもの5142

事業完了に伴い不用額を減額するもの5107

事業完了に伴い不用額を減額するもの5141

事業中止に伴い不用額を減額するもの5106

事業完了に伴い不用額を減額するもの5140
事業完了に伴い不用額を減額するもの
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（単位：千円）款 金額 節 説明 担当課令和７年度愛荘町一般会計補正予算（第７号）の概要

歳出項 2 小学校費 使用料及び賃借料 △ 118目 2 教育振興費 △ 118
愛知川東小学校森林環境学習「やまのこ」事業（愛東）項 2 小学校費 使用料及び賃借料 △ 100目 2 教育振興費 △ 100
秦荘東小学校森林環境学習「やまのこ」事業（秦東）項 2 小学校費 備品購入費 △ 238目 2 教育振興費 △ 238
教育振興課校内教育支援センター事業項 3 中学校費 需用費 1,652目 1 学校管理費 1,652
愛知中学校中学校管理運営（愛知）事業項 3 中学校費 需用費 1,111目 1 学校管理費 1,111
秦荘中学校中学校管理運営（秦荘）事業項 3 中学校費 備品購入費 △ 232目 2 教育振興費 △ 232
秦荘中学校中学校教育振興備品購入（秦荘）事業

事業完了に伴い不用額を減額するもの5151

電気代の上昇による不足額を増額するもの5202 事業完了に伴い不用額を減額するもの5216

事業完了に伴い不用額を減額するもの5155
事業完了に伴い不用額を減額するもの5152
電気代の上昇による不足額を増額するもの5201
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（単位：千円）款 金額 節 説明 担当課令和７年度愛荘町一般会計補正予算（第７号）の概要

歳出項 4 幼稚園費 需用費 441目 1 幼稚園費 441
愛知川幼稚園幼稚園管理運営（愛幼）事業項 4 幼稚園費 需用費 116目 1 幼稚園費 116
秦荘幼稚園幼稚園管理運営（秦幼）事業項 5 社会教育費 需用費 245目 7 図書館費 526 委託料 △ 719 図書館図書館管理運営（愛知川）事業 備品購入費 1,000項 6 保健体育費 報償費 55目 1 保健体育総務費 55
生涯学習課体育振興事務事業項 6 保健体育費 工事請負費 △ 462目 2 体育施設費 △ 462
生涯学習課体育施設管理事業項 6 保健体育費 需用費 10,205目 3 給食費 10,205
給食センター給食管理運営事業

8,384

スポーツ大会出場激励金の新規交付に対応するため増額するもの5901 愛荘町スポーツセンター内舗装改修工事完了に伴い不用額を減額するもの6001

①電気代の上昇による不足額を増額するもの【245千円】②建物維持管理執行見込みによる不用額を減額するもの【△719千円】③一般寄付金１，０００，０００円により、図書購入費を計上するもの【1,000千円】
5302
5831

歳出合計
①デジタル配信による印刷物の削減により不用額を減額するもの【△100千円】②電気代の上昇による不足額を増額するもの【3,614千円】③物価高騰による賄材料費の不足額を増額するもの【6,691千円】6021

電気代の上昇による不足額を増額するもの5301 電気代の上昇による不足額を増額するもの
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（単位：千円）款 8項 2
第　２　表　　繰　越　明　許　費　の　概　要事業概要 金　額 担当課説　明款・項・事業名

排水路改修工事（愛知川工区）
豪雨災害などにおける宅地への浸水を未然に防止することを目的に排水路改修（愛知川工区）を実施するもの・施工延長　Ｌ＝70ｍ・【財源】緊急自然災害防止対策事業債（充当率100％、交付税措置70％） 49,000 　大型側溝の据え付けに支障となる下水道圧送管の移設設計や、施工予定箇所に近接する東海道新幹線との工事内容の協議・調整に時間を要していることに加え、今回、狭隘箇所での施工による重機等使用における制約もあり、年度内で適正な工期を確保できないことから繰り越すもの 建設・下水道課土木費道路橋梁費道路新設改良事業4521
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（単位：千円）

ス ク ー ル バ ス 車 両運 行 管 理 委 託 業 務 　愛知川小学校在籍児童を対象とするスクールバス車両１台の運行管理を委託するもの 4,158 Ｒ８年４月から業務開始を要するものであり、Ｒ７年度中に契約準備行為を行うために債務負担行為を設定するもの 教育振興課令和７年度 から令和８年度 まで
健 康 増 進 事 業 　町民対象の生活習慣病、肝炎ウイルス、がん検診を実施するもの 16,396 Ｒ８年度の業務開始にあたり、予め健（検）診日程を決定し、住民に周知する必要があることから、Ｒ７年度中に契約準備行為を行うために債務負担行為を設定するもの 健康推進課令和７年度 から令和８年度 まで
結 核 健 診 事 業 　65歳以上の高齢者を対象に、各自治会を巡回し、胸部Ｘ線デジタル撮影による結核健康診査を実施するもの 3,575 Ｒ８年度の業務開始にあたり、予め健診日程を決定し、住民に周知する必要があることから、Ｒ７年度中に契約準備行為を行うために債務負担行為を設定するもの 健康推進課令和７年度 から令和８年度 まで
庁 用 バ ス 車 両運 行 管 理 委 託 業 務 　庁用バス車両（28人乗）２台の運行管理を委託するもの 11,000 Ｒ８年４月から業務開始を要するものであり、Ｒ７年度中に契約準備行為を行うために債務負担行為を設定するもの 経営戦略課令和７年度 から令和８年度 まで

　自家用電気工作物（高圧受変電設備など）を有する20施設について電気事業法に基づく法定点検を実施するもの 7,489 Ｒ８年４月から業務開始を要するものであり、Ｒ７年度中に契約準備行為を行うために債務負担行為を設定するもの 経営戦略課
第　３　表　　債　務　負　担　行　為　補　正　の　概　要事項・期間 事業概要 限度額 説　明 担当課自 家 用 電 気 工 作 物保 安 管 理 委 託 業 務から令和７年度令和８年度 まで
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（単位：千円）第　３　表　　債　務　負　担　行　為　補　正　の　概　要事項・期間 事業概要 限度額 説　明 担当課
幼 稚 園 ・ 小 中 学 校健 診 事 業 　園児、児童および生徒の検尿、心電図検査ならびに教職員の定期健康診断等を実施するもの 5,666 Ｒ８年４月から業務開始を要するものであり、Ｒ７年度中に契約準備行為を行うために債務負担行為を設定するもの 教育振興課令和７年度 から令和８年度 まで
幼 稚 園 児 通 園 バ スリ ー ス 業 務 　秦荘幼稚園３台、愛知川幼稚園３台の園児通園バス車両をリースにより調達するもの 5,148 Ｒ８年４月から業務開始を要するものであり、Ｒ７年度中に契約準備行為を行うために債務負担行為を設定するもの 教育振興課令和７年度 から令和８年度 まで
電 力 調 達 ・ 運 用支 援 事 業 　町にとって最適な電力供給を実現するため、エネルギーサービス事業者に電力調達・運用支援業務を委託するもの 1,571 Ｒ８年４月から業務開始を要するものであり、Ｒ７年度中に契約準備行為を行うために債務負担行為を設定するもの 経営戦略課令和７年度 から令和８年度 まで
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デジタル活用推進事業債

活用調整後

ランニングコスト イニシャルコスト

調整後

自治体情報システム標準化移行業務に係るデジタル活用推進事業債の活用について自治体情報システム標準化移行業務に係るデジタル活用推進事業債の活用について自治体情報システム標準化移行業務に係るデジタル活用推進事業債の活用について自治体情報システム標準化移行業務に係るデジタル活用推進事業債の活用について

経営戦略課令和７年12月補正予算 歳入 13,200千円１．債務負担行為の設定状況１．債務負担行為の設定状況１．債務負担行為の設定状況１．債務負担行為の設定状況令和７年６月議会（6/10可決）限度額：879,466千円※※※※今回、限度額の変更はありません。今回、限度額の変更はありません。今回、限度額の変更はありません。今回、限度額の変更はありません。期 間：令和７年度～令和14年度

▼財源（調整後）デジタル活用推進事業債（（（（青線青線青線青線のみ対象のみ対象のみ対象のみ対象））））・充当率 90％・(算式)起債対象14,749千円×90%≒起債発行額13,200千円(要求額)・交付税措置交付税措置交付税措置交付税措置 50505050％％％％
▼財源（当初）充当できる財源なし財源なし財源なし財源なし※よって、必要経費を平準化するため、イニシャルコストについては各年度使用料に加算して計上

今回の補正に関わるのは、標準外システム（オレンジ色）の費用のみ

２．補正理由２．補正理由２．補正理由２．補正理由自治体情報システム標準化等移行業務に係る費用のうち、５町で共同調達を行う標準外システムの環境構築費用については、令和７年度に新たに創設された、交付税措置のあるデジタル活用推進事業債を活用することができるよう県・関係市町と調整したため、今回これによる歳入予算を補正計上するもの。なお、歳出予算については、3280電子計算運営事業内の委託料に執行残があるため、補正は行わず、執行残による対応を行うこととしたい。

●標準外システムとは●標準外システムとは●標準外システムとは●標準外システムとは…………財務システム、備品管理、人事給与、庶務事務、文書管理、起債管理、人事評価

当 初参 考

（131,302）（131,302）（150,774）（147,144）
（131,302）

（単位：千円） （単位：千円） （単位：千円）

総額：187,405千円 総額：187,405千円
（増減なし）

※※※※イニシャルコストを計上イニシャルコストを計上イニシャルコストを計上イニシャルコストを計上R7R7R7R7事業費のみ起債対象事業費のみ起債対象事業費のみ起債対象事業費のみ起債対象

３．補正概要３．補正概要３．補正概要３．補正概要デジタル活用推進事業債 13,200千円
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【【【【債務負担行為債務負担行為債務負担行為債務負担行為】】】】公共施設への電力供給最適化について公共施設への電力供給最適化について公共施設への電力供給最適化について公共施設への電力供給最適化について

経営戦略課令和７年12月議会 債務負担行為補正 1,571千円１１１１ 現状と課題現状と課題現状と課題現状と課題・町では、高圧・低圧いずれも関西電力と契約締結を行い、電力供給を受けている。・近年、燃料費の高騰に伴って電気代が増加しており、歯止めが利かない状況にある。・電気需給契約に係る入札を行ったとしても、小規模自治体の場合、価格的なメリットが少ない等の理由により、新電力会社の参入がない。
２２２２ 事業概要事業概要事業概要事業概要町にとって最適な電力供給を実現するため、エネルギーサービス事業者に電力調達・運用支援業務を委託するもの●債務負担行為額1,571千円●対象施設 １７施設（高圧）本庁舎、秦荘支所、つくし保育園、秦荘幼稚園、愛知川幼稚園、秦荘東小学校、秦荘西小学校、愛知川小学校、愛知川東小学校、秦荘中学校、愛知中学校、給食センター、愛知川公民館、ゆうがくの郷、歴史文化博物館、ゆめまちテラスえち、山川原地域総合センター●事業スケジュール等12月 プロポーザル告示１月 審査、契約締結２月 電気事業者の選定・手続き４月 受給開始３３３３ 効果効果効果効果町内17高圧施設について、契約電力、使用電力量、負荷率の実績に基づき、令和８年度における電気代を電気事業者別に試算。事業者事業者事業者事業者 基本料金基本料金基本料金基本料金 従量料金従量料金従量料金従量料金 燃料調整額燃料調整額燃料調整額燃料調整額再エネ賦課金再エネ賦課金再エネ賦課金再エネ賦課金 割引割引割引割引 ESPESPESPESP料金料金料金料金（委託料）（委託料）（委託料）（委託料） 合計合計合計合計 削減額削減額削減額削減額 削減率削減率削減率削減率関西電力 48,204,890 62,965,130 15,597,078 ▲111,700 0 125,655,398 ― ―A社 28,996,560 63,067,874 15,597,078 0 1,428,000 109,089,512 ▲▲▲▲16,565,88616,565,88616,565,88616,565,886 ▲▲▲▲13.213.213.213.2％％％％B社 31,963,912 63,895,329 15,597,078 0 1,428,000 112,884,319 ▲12,771,079 ▲10.2％C社 35,300,160 63,067,874 15,597,078 0 1,428,000 115,393,112 ▲10,262,286 ▲8.2％

役場 ESP事業者
電気事業者A

電気事業者C
電気事業者B②最適な業者を選定

①委託
③電力需給契約

事業スキーム

76,645 91,952 111,314 110,121 119,061
020,00040,00060,00080,000100,000120,000140,000

R3 R4 R5 R6 R7
年間電気料金（高圧）推移 （千円）

-22-



（単位：千円）款 金額 説明 担当課11 繰越金 602項 1 繰越金 前年度繰越金目 2 その他繰越金 602 住民課節 1 その他繰越金
602歳入合計

令和７年度愛荘町国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）の概要

歳入

①一般被保険者の国民健康保険資格喪失に伴う国民健康保険税の還付によるもの②Ｒ６滋賀県国民健康保険給付費等交付金特別交付金県繰入金（２号分）の実績に基づく返還金の発生によるもの

国民健康保険特別会計（歳入）-23-



（単位：千円）款 金額 節 説明 担当課10 諸支出金 602項 1 償還金及び還付加算金 償還金利子及び割引料 307目 1 一般被保険者保険税還付金 307 税務課一般被保険者保険税還付金項 1 償還金及び還付加算金 償還金利子及び割引料 295目 3 償還金 295 住民課償還金
602

令和７年度愛荘町国民健康保険事業特別会計補正予算（第２号）の概要

歳出

歳出合計 Ｒ６滋賀県国民健康保険給付費等交付金特別交付金県繰入金（２号分）の実績に基づき、返還金が発生したため計上するもの9143
一般被保険者の遡及届出等に伴う国民健康保険税還付金を増額するもの9241

国民健康保険特別会計（歳出）-24-



（単位：千円）特 定 健 診 業 務 国民健康保険加入者40歳から74歳までの住民を対象に健康診断を実施するもの 10,230 Ｒ８年度の業務開始にあたり、予め健診日程を決定し、住民に周知する必要があることから、Ｒ７年度中に契約準備行為を行うために債務負担行為を設定するもの 住民課令和７年度 から令和８年度 まで
第　２　表　　債　務　負　担　行　為　補　正　の　概　要事項・期間 事業概要 限度額 説　明 担当課
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（単位：千円）款 金額 説明 担当課3 国庫補助金 722項 2 国庫補助金 事業費補助金目 2 事務費交付金 722 福祉課節 2 事業費補助金8 繰入金 722項 1 一般会計繰越金 事務費繰入金目 2 その他一般会計繰入金 722 福祉課節 1 事務費繰入金
1,444

令和７年度愛荘町介護保険事業特別会計補正予算（第２号）の概要

歳入

介護保険制度改正に伴うシステム改修経費に対する国庫補助金を計上するもの
歳入合計 介護保険制度改正に伴うシステム改修を行うにあたり、町負担分を一般会計から繰り入れるため増額するもの

介護保険特別会計（歳入）-26-



（単位：千円）款 金額 節 説明 担当課1 総務費 1,444項 1 総務管理費 委託料 1,444目 1 一般管理費 1,444 福祉課一般管理事業
1,444歳出合計

令和７年度愛荘町介護保険事業特別会計補正予算（第２号）の概要

歳出

介護保険制度改正に伴うシステム改修に要する経費を計上するもの9401

介護保険特別会計（歳出）-27-




